
　　　第３期行財政改革プログラム　個別取組工程表
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改善
策

社会経済情勢を的確に把握するため、他自治体への状況調査・照会を行うなど、積極的な情報収集に努
める。

社会経済情勢は、常に変化しており、引き続き制度改善を図っていく必要がある。

備考

- 百万円 -

次の通り、制度改善を行った。
・総合評価における評価項目の見直し
・電気工事及び管工事に係る市内企業建設工事共同企業体対象工事の拡大
・低入札価格調査対象工事の金額基準の見直し
・建設工事に係る前払金使途の拡大の延長
・建築設計業務における総合評価落札方式の試行実施

実績

行革効果額
の見込み
及び実績

平成３０年度

- 百万円 百万円

Ｒ２の達成度 b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

Ｈ３０～Ｒ２の達成度 b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

取組番号

所管 財政 契約 契約

2-2-7 取組項目名 建設工事及び工事関連業務における契約手続きの最適化の推進

目標

〔
Ｐ

〕
　
取
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〔
Ｃ

〕
評
価

実施
内容

b

Ｈ３０

Ｒ１

公共事業の契約にあたり、法令に基づいた事務執行を徹底するとともに、社会情勢の変化に即応した必
要な制度改善を継続的に行う。

Ｈ３０

Ｒ２

次の通り、制度改善を行った。
・建設工事に係る前払金使途の拡大の延長
・現場代理人及び技術者の雇用関係確認の適正化
・監理技術者、主任技術者及び現場代理人の専任期間及び専任を要しない期間の適正化
・総合評価における評価項目の見直し(配置予定技術者の施工経験に係る取扱い：2名までの申請が可
能)
・工事書類の調査に関する「誓約書」の提出義務化
・くじ案件における複数受注防止策の制度化
・変更契約に関する取扱いの適正化

次の通り、制度改善を行った。
・総合評価における評価項目の見直し
・建設工事に係る前払金使途の拡大の延長
・解体工事業に係る建設業許可の経過措置終了に伴う入札参加資格の適正化
・建設工事における一定の資本関係又は人的関係にある複数の者の入札参加制限の実施
・最低制限価格及び調査基準価格の算定方法等の見直し
・建設工事における社会保険未加入対策の取り組み強化
・法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出を義務化
・入札及び契約業務に係る不当な働きかけ等に関する対応方針の制定

Ｒ２

入札、契約事務に係る競争性、透明性、公平性及び適正な履行を確保する。

継続実施

継続実施

評価 Ｂ
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課題
分析

〔基準〕 Ｓ：優良　Ａ：良好　Ｂ：普通　Ｃ：不良

令和元年度 令和２年度

- 百万円 - 百万円 - 百万円見込み

Ｒ１

〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成Ｈ３０の達成度

Ｒ１の達成度 b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成

Ｈ３０～Ｒ１の達成度 b 〔基準〕 a：上回って（前倒しで）達成  b：達成  ｃ：概ね達成  ｄ：未達成


